
2005年から島根県下の小・中学生、高校生のべ5万2千人の運動器の疾患・障害を調
査してきました（図1、2）。この調査は成長期の運動器疾患・障害が変化している
こと、疾患とはいえないまでも運動機能障害ともいえるタイトネスがあることを明ら
かにし、学校における定期健康診断の在り方の変更を示唆する上で重要な研究となっ
たものです。この運動器検診システムは雲南モデルや島根方式といわれ、日本学校保
健委員会や日本医師会で取り上げられ、文部科学省での学校における児童・生徒の健
診の在り方の変更を促し、平成26年4月30日に公布された学校保健安全法施行規則の
一部を改正する省令に至る科学的根拠の一つとなっています。2013年からは、子ど
もたちの運動器疾患・傷害予防に向けて、学校で正しい知識の啓発・教育活動を行っ
ています（図3）。
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図1．運動器検診問診票
図3．島根スポーツ医学リハビリテーション研究会
(SMART)との共同の啓発教育活動

図2．｢学校医・養護教諭のための運動器検診
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